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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県職業訓練手当支給規則の一部を改正する規則（※） （雇用労政課取扱い）１

○鹿児島県会計規則の一部を改正する規則（※） （会計課取扱い）６

告 示

○鹿児島県指定金融機関事務取扱要綱及び鹿児島県指定代理金融機関事務取扱要綱の一

部を改正する要綱（※） （会計課取扱い）７

鹿児島県職業訓練手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年９月28日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県規則第57号

鹿児島県職業訓練手当支給規則の一部を改正する規則

鹿児島県職業訓練手当支給規則（昭和41年鹿児島県規則第80号）の一部を次のように改正す

る。

第３条第１項中「除き」を「除き，」に，「又は職場適応訓練」を「，認定職業訓練（職業

訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号）第４条第２

項の認定職業訓練をいう。以下同じ。）又は職場適応訓練」に改め，同項第４号中「当該」を

「，当該」に改め，同項第４号の２中「激甚災害地域」を「激甚な災害を受けた地域」に改め

る。

第４条第１項中「及び」を「，認定職業訓練及び」に改め，同条第２項中「公共職業訓練」

を「職業訓練」に改める。

第11条の見出し中「決定」を「申請及び認定等」に改め，同条第１項各号列記以外の部分を

次のように改める。

訓練手当の支給を受けようとする者（職場適応訓練を受ける者を除く。）は，次の各号に

掲げる区分に応じ，当該各号に定める申請書を知事に提出しなければならない。

第11条第１項に次の１号を加える。

 認定職業訓練を受ける者 訓練手当受給資格認定申請書（別記第１号様式及び別記第１

号様式の２）

第11条第２項中「有するもの」を「有する」に改め，「公共職業訓練を行う施設の長を経由

して」を削り，「別記第３号様式」の次に「。以下「認定書」という。」を加え，同条第３項

中「第73号」の次に「。以下「適応訓練規則」という。」を加え，「有するもの」を「有する」

に改め，同条に次の２項を加える。

４ 前２項の規定により受給資格を有すると認定された者は，第１項の申請書又は適応訓練規

則第４条第１項に規定する訓練申込書の記載事項に係る事実に変更があつた場合は，速やか

に，知事に訓練手当受給資格認定申請書等記載事項変更届出書（別記第３号様式の２。以下

「変更届出書」という。）を提出しなければならない。この場合において，第２項の規定に

より受給資格を有すると認定された者は，認定書を併せて提出しなければならない。
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５ 知事は，前項後段の規定による提出があつた場合には，認定書に必要な改訂を行つた上，

これを当該支給対象者に返付するものとする。

第11条の次に次の１条を加える。

（書類の経由）

第11条の２ 前条第１項の規定により知事に提出する申請書（公共職業訓練に係るものに限

る。）は，当該公共職業訓練を行う施設の長を経由して提出しなければならない。

２ 知事は，公共職業訓練に係る前条第２項の認定書を交付するときは，当該認定に係る公共

職業訓練を行う施設の長を経由して行うものとする。

３ 前条第４項の規定により知事に提出する変更届出書は，当該変更届出書が公共職業訓練に

係るものである場合にあつては当該公共職業訓練を行う施設の長を，職場適応訓練に係るも

のである場合にあつては当該職場適応訓練を行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所

（以下「管轄公共職業安定所」という。）の長を経由して提出しなければならない。

第12条第１項中「前条第２項」を「第11条第２項」に，「資格」を「受給資格」に，「もの

と認定された者」を「と認定されたもの」に，「その者」を「，その者」に改め，同条第４項

中「前条第２項」を「第11条第２項」に，「資格」を「受給資格」に，「者が」を「ものが」

に，「（別記第４号様式の２）を」を「に職業訓練実績表を添えて」に改め，同項を同条第５

項とし，同条第３項中「職業能力開発促進センターで訓練」を「国又は市町村が設置する公共

職業能力開発施設（職業能力開発促進法第16条第４項の規定により県が国からその運営を委託

された障害者職業能力開発校を除く。）において公共職業訓練」に，「前条第２項」を「第11

条第２項」に，「資格」を「受給資格」に，「ものと認定された者」を「と認定されたもの」

に改め，「（別記第４号様式）」及び「（別記第５号様式）」を削り，「職業能力開発促進セ

ンターの」を「当該公共職業能力開発施設の」に改め，同項を同条第４項とし，同条第２項中

「前条第３項」を「第11条第３項」に，「資格」を「受給資格」に，「ものと認定された者」

を「と認定されたもの」に改め，「（別記第４号様式）」を削り，「添え」を「添えて」に改

め，同項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 認定職業訓練を受ける者で第11条第２項の規定により受給資格を有すると認定されたもの

が訓練手当の支給を受けようとする場合は，毎月５日までに前月分の訓練手当に係る請求書

（別記第４号様式）を知事に提出するものとし，訓練手当は毎月15日までに前月分を支給す

るものとする。

別記第１号様式中「：女」を「・女」に，

「

公 共 職 業 訓 練 職 場 適 応 訓 練 を

」

「

公共職業訓練 ・ 認定職業訓練 に

」

改める。

別記第３号様式中「職業訓練手当受給資格認定書」を「訓練手当受給資格認定書」に改め，

同様式注意２中「及び第１号様式の２」を「から別記第１号様式の３まで」に改め，同様式の

次に次の１様式を加える。
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第３号様式の２（第11条関係）

訓練手当受給資格認定申請書等記載事項変更届出書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

届出者 住所

氏名 印

訓練手当受給資格認定申請書
の記載事項に変更が生じたので，次のとおり届け出ます。

職 場 適 応 訓 練 申 込 書

１ 氏名 ２ 住所又は居所 ３ 家族の状況 ４ 通所方法
変 更 事 項

５ その他（ ）

変更前

内容

変更後

変 更 の 理 由

変 更 年 月 日 年 月 日

備 考

上記のとおり進達します。

年 月 日

職業訓練を行う施設又は管轄公共職業安定所の所在地

職業訓練を行う施設又は管轄公共職業安定所の長の職氏名 

注意 １ 「変更事項」の欄は，該当する事項の番号を「○」で囲むこと。

２ 通所手当に関する事項について変更がある場合（職場適応訓練申込書の記載事項

の変更の場合を除く。）は，訓練手当受給資格認定申請書（別記第１号様式の２）

を添付すること。

３ 訓練手当受給資格認定申請書の記載事項の変更の場合は，訓練手当受給資格認定

書を添付すること。

４ 変更の事実を証する書類を添付すること。
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別記第４号様式を次のように改める。

第４号様式（第12条関係）

その１（認定職業訓練用）

請 求 書

鹿児島県知事 殿

年 月 日

住所

氏名 印

年 月分の訓練手当を次のとおり請求します。

訓 練 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

支 訓 練 が 行 わ れ な か つ た 日 数 日

訓 練 を 受 け な か つ た 日 数 日

給 ①やむを得ない理由による日数 日

①のうち疾病又は負傷により
日

申 連続して14日を超えた日数

②やむを得ない理由のない日数 日

請 訓 練 を 受 け た 日 数 日

家族と別居して寄宿していない日数 日

内
□医師の診断書等

添 付 書 類
□遅延証明書等

容 （やむを得ない理由の証明書等）
□その他（ ）

日 数 日

手 基 本 手 当 日 額 円

金 額 円

日 数 日

当 受 講 手 当 日 額 円

金 額 円

日 数 日

内 通 所 手 当 月 額 円

金 額 円

日 数 日

訳 寄 宿 手 当 月 額 円

金 額 円

合 計 額 円

当 月 請 求 額 円

保 留 額 円

職業訓練を行う施設による受講証明

右のカレンダーに該当する印を付けてください。 月

 職業訓練が行われなかつた日 ＝印（取消線） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

 職業訓練を受けなかつた日 ×印 ８ ９ 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31

特 記 事 項

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

職業訓練を行う施設の所在地

職業訓練を行う施設の長の職氏名 
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その２（職場適応訓練及び公共職業訓練（県内）用）

請 求 書

鹿児島県知事 殿

年 月 日

住所

氏名 印

年 月分の訓練手当を次のとおり請求します。

日額又は
手 当 の 種 類 日 数 金 額 備 考

月額

日 円 円

日 円 円

日 円 円

日 円 円

日 円 円

日 円 円

計 円
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その３（公共職業訓練（県外）用）

請 求 書

鹿児島県知事 殿

年 月 日

住所

氏名 印

年 月分の訓練手当を次のとおり請求します。

訓 練 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

支 訓 練 が 行 わ れ な か つ た 日 数 日

訓 練 を 受 け な か つ た 日 数 日

給 ①やむを得ない理由による日数 日

①のうち疾病又は負傷により
日

申 連続して14日を超えた日数

②やむを得ない理由のない日数 日

請 訓 練 を 受 け た 日 数 日

家族と別居して寄宿していない日数 日

内
□医師の診断書等

添 付 書 類
□遅延証明書等

容 （やむを得ない理由の証明書等）
□その他（ ）

日 数 日

手 基 本 手 当 日 額 円

金 額 円

日 数 日

当 受 講 手 当 日 額 円

金 額 円

日 数 日

内 通 所 手 当 月 額 円

金 額 円

日 数 日

訳 寄 宿 手 当 月 額 円

金 額 円

合 計 額 円

当 月 請 求 額 円

保 留 額 円

上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日

職業訓練を行う施設の所在地

職業訓練を行う施設の長の職氏名 

別記第４号様式の２を削る。

附 則

この規則は，平成24年10月１日から施行する。

…………………………………………………

鹿児島県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年９月28日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県規則第58号

鹿児島県会計規則の一部を改正する規則

鹿児島県会計規則（昭和62年鹿児島県規則第30号）の一部を次のように改正する。

第68条第３項中「郵便局株式会社法」を「日本郵便株式会社法」に改める。
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第74条第１項第11号中「郵便事業株式会社」を「日本郵便株式会社」に改める。

別記第65号様式その２備考２中「すべての」を「全ての」に改め，同様式その４その附表

中「郵便事業株式会社」を「日本郵便株式会社」に改める。

附 則

この規則は，平成24年10月１日から施行する。

鹿児島県告示第1090号

鹿児島県指定金融機関事務取扱要綱及び鹿児島県指定代理金融機関事務取扱要綱の一部を改

正する要綱を次のように定めた。

平成24年９月28日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

鹿児島県指定金融機関事務取扱要綱及び鹿児島県指定代理金融機関事務取扱要綱の一部

を改正する要綱

（鹿児島県指定金融機関事務取扱要綱の一部改正）

第１条 鹿児島県指定金融機関事務取扱要綱（昭和62年鹿児島県告示第584号）の一部を次の

ように改正する。

第16条第１項第２号中「郵便局株式会社法」を「日本郵便株式会社法」に改め，同条第２

項中「当該」の次に「資金の」を加える。

（鹿児島県指定代理金融機関事務取扱要綱の一部改正）

第２条 鹿児島県指定代理金融機関事務取扱要綱（昭和62年鹿児島県告示第585号）の一部を

次のように改正する。

第11条第１項第２号中「郵便局株式会社法」を「日本郵便株式会社法」に改め，「により」

の次に「当該送金小切手を」を加え，同条第２項中「当該」の次に「資金の」を加える。

附 則

この要綱は，平成24年10月１日から施行する。

告 示


